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4-1 ワイピーシステム2 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

事例概略（類型Aに該当）

出典︓経済産業省基準認証政策課「標準化活⽤事例集【新市場創造型標準化制度活⽤案件】」



4-1 ワイピーシステム3 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

事例概略︓セオリー（標準化活⽤の類型整理）へのあてはめ

原因

市場に粗悪品等が混在。
ユーザーが市場に対す
る不信感をもっている
／どれを選べばよいか
わからなくなっている

取組の
⽅向性

効果

ユーザーがより適切な
製品等を選べるように
するための基準とその
評価⽅法を設定

市場の適正化
⾃社製品の信頼性向上

正しい価値を定義

セオリー（類型A） 本事例

• ⾃動⾞からの緊急脱出を⽀援するツールは社会的に重要なもので
あるが、市場には安価である⼀⽅で⼗分な脱出⽀援機能を有さな
い製品も多く出回っており、⾒分けのつかないユーザーが価格だ
けで選んでしまう恐れがある。

• 実際の使⽤場⾯を想定し、「⾃動⾞のガラスを破砕する際に求め
られる器具の硬さ」や「シートベルトを切断するに際して求めら
れる特性」「耐寒性・耐熱性等、想定され得る⾞内環境を踏まえ
た試験」等、ユーザーの安全を担保するための⽬線で、緊急脱出
⽀援⽤具に求められる基準を検討。

• それを、緊急脱出⽀援⽤具に求められる基準（＝正しい価値）と
して、JIS化。

• JIS制定後、認証を取得し製品に表⽰。
• 信頼性が担保された製品であるとして、販路が拡⼤。
• また、制定したJISに沿った製品が他社からも販売されるようにな
り、適正な市場拡⼤へと進みつつある。

出典︓経済産業省 基準認証政策課「標準化活⽤事例集【新市場創造型標準化制度活⽤案件】」
経済産業省 関東経済産業局「中⼩・中堅企業のパートナーに贈るソリューション提案のヒント〜標準化活⽤の視点から〜」

福永敬⼀「「特許のレベルに対応した標準化戦略」〜株式会社ワイピーシステム〜」（IPマネジメントレビュー Vol.23, 2016.12）



4-1 ワイピーシステム4 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

ビジネスとしての
妥当性および優位性検証

⾃社

市場

競合

 ⾃動⾞の閉じ込め事故は年間２万件程度発⽣しているとされ、さらに200件以上の死亡
事故につながっており、これを回避・防⽌・被害軽減することへの要請は⼤きい。

 ⼀般の乗⽤⾞でも8⼈乗りのものがあるので、シートベルトカッターについては最低で
も16回以上切れるものが求められる。

 ⾃動⾞内は⾼温・低温になりやすいので、そのような温度変化に対する耐性を有するこ
とも求められる

 市場に存在する製品の中には、熱処理が適切になされておらず、⾃動⾞のガラスを割れ
るだけの強度を持ち合わせていないものもある。

 このような製品が、価格競争⼒の⾯では優位性を保持しているところもある。

セオリー（ステップ①︓事前検討）へのあてはめ



4-1 ワイピーシステム5 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

セオリー（ステップ①︓事前検討）へのあてはめ

 市場（ユーザー）のニーズ・使⽤場⾯と、粗悪品と⽐べた際の技術優位性の双⽅を考
慮すると、「ガラス破砕突起部の硬さ」「ガラス破砕性」「シートベルト切断性」
「耐寒・耐熱性」等が標準化すべき要素であると判断

 年配者や⼥性等、⼒の弱い⼈が使⽤する場合も想定し、そのような場合であっても⼗
分に期待される性能を発揮できることを担保できるような試験を実施する必要がある

標準化すべき要素の導出

 単に⾃社のアイデアを特許化するだけでなく、その技術アイデアが「素反応（基本原
理）」に位置づけられるものなのか、「装置」に関連するものか「周辺技術」に該当
する部分なのかを意識して知財戦略を構築してきた。

 技術だけでなくデザイン⾯からの取組も重視し、プロダクトデザイナーと協働して、
美観だけでなく製品コンセプトを踏まえたデザイン（誰でも握りやすい形状等）を開
発し、意匠権も取得。（グッドデザイン賞も受賞）

上記要素に対する⾃社の特徴・戦略等

出典︓経済産業省 基準認証政策課「標準化活⽤事例集【新市場創造型標準化制度活⽤案件】」
経済産業省 関東経済産業局「中⼩・中堅企業のパートナーに贈るソリューション提案のヒント〜標準化活⽤の視点から〜」

福永敬⼀「「特許のレベルに対応した標準化戦略」〜株式会社ワイピーシステム〜」（IPマネジメントレビュー Vol.23, 2016.12）



4-1 ワイピーシステム6 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

中⽴者

⾃社

⽣産者

使⽤者外部機関

セオリー（ステップ②︓規格制定に向けた準備）へのあてはめ

 これまでに、⼤学や研究機関、企業等と積極的に共同開発等を実施してきており、規
格制定に向けた体制構築については、⽐較的に円滑に実施できた。（同社としても、
これまでに取引先や各機関等としっかり関係性を築けてこられたかどうかが重要と認
識）



4-1 ワイピーシステム7 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

セオリー（ステップ③︓標準化後の活動）へのあてはめ

 JIS認証を取得し、製品に記載することによって、適正な品質を保持した製品であるこ
とを市場に対してPRしている。

 また、セミナー等での登壇や、各メディアからの取材を積極的に受け⼊れることに
よってPRを実施している。



4-2 ⽥中電気研究所8 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

事例概略（類型Bに該当）

出典︓経済産業省基準認証政策課「標準化活⽤事例集【新市場創造型標準化制度活⽤案件】」



4-2 ⽥中電気研究所9 （4）事例に基づくセオリー解説

事例概略︓セオリー（標準化活⽤の類型整理）へのあてはめ

原因

取組の
⽅向性

効果

セオリー（類型B） 本事例

• 当該製品について海外進出を検討したことがあったが、認証の取
得を求められることが多く断念。

• ⾃社製品の性能を取引先に対して的確に伝えるためには、認証・
基準が必要であることを認識。

• 既に市場には、⾃社とは別⽅式の機器も⼀定数出ていることを踏
まえ、⾃社の⽅式に特化した評価⽅法ではなく、別⽅式も含めた
⼀般的な評価⽅法を検討。

• 製品性能を客観的に評価する基準をJISとして制定。

• 取引先に対して「性能を客観的に⽰してほしい」との要請があっ
た際に、JISに沿った説明を⾏うことによって信頼性が向上。

• ⾃社名⼊りのJIS票を作成し、営業ツールとして活⽤。
• 初回に制定した評価⽅法の規格に続き、製品規格の策定にも取り
組んでおり、⾃社製品のさらなる信頼性向上に向けて活動中。

4-1 4-2 4-44-3

⾃社製品の性能が、取
引先に伝わっていない
／認知されていない

ユーザーが求めている
性能等を⾃社製品が保
有していることを表現
できる評価⽅法を設定

⾃社製品の性能が認知
されて販路拡⼤

技術優位性をPR

出典︓経済産業省 基準認証政策課「標準化活⽤事例集【新市場創造型標準化制度活⽤案件】」
経済産業省 関東経済産業局「中⼩・中堅企業のパートナーに贈るソリューション提案のヒント〜標準化活⽤の視点から〜」

福永敬⼀「「急がば回れの標準化ーダスト濃度計に関する知財・標準化戦略」株式会社⽥中電気研究所」（IPジャーナル Vol.3, 2017.12）



4-2 ⽥中電気研究所10 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

ビジネスとしての
妥当性および優位性検証

⾃社

市場

競合

 環境意識の⾼まりから、煙突を設置しているあらゆる事業者において、⼀定のニーズは
ある。

 ⼀⽅で、⼤気汚染防⽌法では⼿作業による重量分析で排ガス中のダストを報告すること
が義務付けられており、当社測定機器を使った連続測定器のデータは認められていない。
したがって、国内事業者に対して、当該製品の有⽤性等に関する認識を広めていく必要
がある。

 世界では連続測定が要求されており、国外でのニーズは⼀定数⾒込める（ただし、認証
が必要）。

 当社と同じ測定⽅式や別の測定⽅式を利⽤したダスト濃度計を開発している企業はある。
 具体的には、当社の光散乱⽅式の他に、光透過⽅式、摩擦静電気検出⽅式があり、それ

ぞれ製品として市場に投⼊されている。
 それぞれ特徴があるが、当社⽅式に優位性がある点もある。
 いずれの⽅式においても、これまでに規格は制定されていない。

セオリー（ステップ①︓事前検討）へのあてはめ



4-2 ⽥中電気研究所11 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

セオリー（ステップ①︓事前検討）へのあてはめ

 当社⽅式（光散乱⽅式）に特化した規格を策定する案も考えられたが、他社による別
⽅式の製品が市場に投⼊されていることや、まずは業界全体の底上げが必要との考え
に基づき、⽅式を問わない共通の評価指標策定から取り組むことが重要であると判断

 そのうえで、各⽅式の製品に共通して求められる試験・評価⽅法として、形式試験の
⽅法（温度安定性や電源電圧安定性等）や性能試験の⽅法（応答時間や絶縁抵抗、耐
電圧等）を設定。

標準化すべき要素の導出

 他社と⽐較して優位性のある技術は必ず特許出願を視野に⼊れた検討を⾏うようにし
ており、本製品に関連する特許権も取得している。

 ⼀部、権利期間が失効しているものもあるが、仮に後発企業が模倣したとしても、特
許には表現されていない細かな部分においても、当社独⾃の条件やノウハウ等を有し
ており、その部分については重要な情報として内部管理している。

上記要素に対する⾃社の特徴・戦略等

出典︓経済産業省 基準認証政策課「標準化活⽤事例集【新市場創造型標準化制度活⽤案件】」
経済産業省 関東経済産業局「中⼩・中堅企業のパートナーに贈るソリューション提案のヒント〜標準化活⽤の視点から〜」

福永敬⼀「「急がば回れの標準化ーダスト濃度計に関する知財・標準化戦略」株式会社⽥中電気研究所」（IPジャーナル Vol.3, 2017.12）



4-2 ⽥中電気研究所12 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

中⽴者

⾃社

⽣産者

使⽤者外部機関

セオリー（ステップ②︓規格制定に向けた準備）へのあてはめ

 これまでに、⽣産者とのネットワークがあったほか、使⽤者とも良好な関係を築いて
きていた。

 また、公的な試験機関とも以前より協働してきていたこともあり、規格制定に向けた
各種試験も協⼒しながら進めることができた。



4-2 ⽥中電気研究所13 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

セオリー（ステップ③︓標準化後の活動）へのあてはめ

 社名⼊りの規格票を作成し、取引先に説明することで信頼性を⾼め、受注につなげる
営業活動を展開（JISを、当社の性能を客観的に説明するための「営業ツール」として
活⽤）

 メーカーの設備導⼊担当者は、製品の性能を普通に説明するだけではなかなか良さを
分かってもらえず、仮にわかってもらえたとしても、担当者が上司を説得するのが難
しい、ということがこれまでは多くあったが、JISに基づいた説明をすることによって、
担当者の安⼼感へとつなげ、また社内での説得材料としても活⽤してもらうことがで
きるようになっている。

 中⼩企業がJIS制定に取り組んだ例として各所で講演を⾏うことにより、会社としての
知名度向上を図る活動にも取り組んでおり、その結果として、これまで取引のなかっ
た業界からも引き合いが来るようになってきている。

※ここで対象とした規格を制定後、第⼆段階として製品規格の制定も実施。



4-3 mil-kin（旧社名︓アクアシステム）14 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

事例概略（類型Cに該当）

出典︓経済産業省基準認証政策課「標準化活⽤事例集【新市場創造型標準化制度活⽤案件】」



4-3 mil-kin（旧社名︓アクアシステム）15 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

事例概略︓セオリー（標準化活⽤の類型整理）へのあてはめ

原因

取組の
⽅向性

効果

セオリー（類型C） 本事例

• 当初より展開していた事業（殺菌等を⽬的とした電解⽔の⽣成装
置販売）を通じて、⾷品製造等の現場ですぐに殺菌できているか
どうかを⾒られるニーズに応える製品のコンセプトは持っていた。

• ただ、これまでにはない領域での製品となるため、取り⼊れても
らうためのきっかけ・仕掛けが必要であると考えていた。

• 想定ユーザーのニーズを踏まえると、まずはしっかりと「⾒える
こと」が⼤前提であることに加えて、実際に使⽤される環境を意
識して、持ち運び中に落としてもある程度は耐えられることや、
⾼温⾼湿の状況でも作動すること等が重要となる。

• 上記の要素を製品規格として設定。

• 取引先にする交渉⼒・提案⼒を強化するツールとしてJISを位置づ
け、営業に活⽤。

• 積極的にセミナー登壇や取材等を受け⼊れることによって、JISに
基づく⾃社製品をPR。

• ⾷品業界だけでなく、⻭科関係や教育現場等、多岐にわたって導
⼊されるようになっている。

⾃社製品がこれまでに
ない新たなコンセプト
であるため、ユーザー
がどのように評価すれ
ばよいかわからない

想定ユーザーの使⽤場
⾯を意識した製品の性
能基準や評価⽅法等を
設定

新市場の創造
⾃社製品の認知度向上

新たな価値を提案

出典︓経済産業省 基準認証政策課「標準化活⽤事例集【新市場創造型標準化制度活⽤案件】」
経済産業省 関東経済産業局「中⼩・中堅企業のパートナーに贈るソリューション提案のヒント〜標準化活⽤の視点から〜」

福永敬⼀「「標準化で情報の⾮対称性を埋め、⽇本の⾷品衛⽣意識の向上を⽬指すーリアルタイムバクテリアチェッカーに関する知財・標準化戦略」〜アクアシステム株式会社〜」（IPジャーナル Vol.6, 2018.9）



4-3 mil-kin（旧社名︓アクアシステム）16 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

ビジネスとしての
妥当性および優位性検証

⾃社

市場

競合

 衛⽣意識の⾼まりから、少なくとも⾷品製造業において「殺菌できているかを現場で確
認したい」というニーズはある。

 殺菌できているかを確認したいというニーズが第⼀なので「しっかり⾒えること」が必
要であるが、実際に使⽤される現場（⾷品製造等の現場）を考えると、持ち運ぶ際に落
としてしまう可能性もあるので、⼀定の耐衝撃性が求められるほか、⾼温⾼湿の条件下
でも作動することも必要となってくるはずである。

 類似製品はあるが、少なくとも菌の⾒え⽅については圧倒的な差がある。
 当社製品は、外周部分までクリアに⾒ることができるが、類似製品ではだいたい外周部

分はぼやけて⾒えないことが多い。
 この点は⾃社にとって⼤きな技術的優位性をアピールするポイントになる。

セオリー（ステップ①︓事前検討）へのあてはめ



4-3 mil-kin（旧社名︓アクアシステム）17 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

セオリー（ステップ①︓事前検討）へのあてはめ

 市場（ユーザー）のニーズ・使⽤場⾯と、競合と⽐べた際の技術優位性の双⽅を考慮
すると、「⾒え⽅」「強度」「⾼温⾼湿環境での動作」の３点が標準化すべき要素で
あると判断。

 「⾒え⽅」については、当社製品の場合、端までぼやけずに⾒えるという技術優位性
がある。「強度」については、本製品が携帯性を標榜したものであるため、持ち運び
中の落下が想定されるところ、⼀定の強度が必要と判断。「⾼温⾼湿」については野
菜は通常低温下で扱われるため、通常の環境から温度・湿度の異なる環境へ持ち運ん
でも、性能に変化が⽣じないことが求められる。

 上記の要素を規格として設定。

標準化すべき要素の導出

 中⼩企業が多数の特許を取得にしにいくということは、資⾦⾯等で難しい部分もある
が、⾃社にとってコアとなる部分については重要な財産として捉え、特許出願を実施
するという戦略をとっており、本製品に関する特許も取得している。

 また、意匠や商標も合わせて取得することで、製品全体に対する知財保護を施してい
る。

上記要素に対する⾃社の特徴・戦略等

出典︓経済産業省 基準認証政策課「標準化活⽤事例集【新市場創造型標準化制度活⽤案件】」
経済産業省 関東経済産業局「中⼩・中堅企業のパートナーに贈るソリューション提案のヒント〜標準化活⽤の視点から〜」

福永敬⼀「「標準化で情報の⾮対称性を埋め、⽇本の⾷品衛⽣意識の向上を⽬指すーリアルタイムバクテリアチェッカーに関する知財・標準化戦略」〜アクアシステム株式会社〜」（IPジャーナル Vol.6, 2018.9）
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中⽴者

⾃社

⽣産者

使⽤者外部機関

セオリー（ステップ②︓規格制定に向けた準備）へのあてはめ

 今後のビジネス展開を⾒据えて、⾃ら積極的にユーザー候補等へと打診を⾏い、コン
セプトを説明して理解をしてもらった。

 顕微鏡関連の団体にも委員に加わってもらっているが、⼀般的な顕微鏡と当社製品は
決して競合するものではなく、当社はまず現場で確認する⼊⼝としての機能を提供す
るもので、これまでの顕微鏡はその後に詳細な確認等を⾏うものと位置付けることに
よってすみ分けている。
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セオリー（ステップ③︓標準化後の活動）へのあてはめ

 取引先に対する信頼性を⾼め、交渉⼒を強化するツールとしてJISを活⽤している。
 通常、このような新しいコンセプトの製品の場合、取引先が「⾯⽩い」と思ってくれ
たとしても、なかなか使ってもらえることはないが、JISを取引先が感じる不安を取り
除くツールとして活⽤することで信頼を得ている。

 中⼩企業がJIS制定に取り組んだ例として、各所での講演依頼をうけて実施することで、
会社としての認知度を⾼めるようにしている。

 また、公的な調査研究事業等にも積極的に協⼒し、ガイドブック等にも掲載してもら
う機会を得ている。

 JISを営業ツールとして活⽤し、当初狙った以外の市場の開拓も成功しつつあるほか、
⽇本の公的な規格に基づく製品としてPRすることで、海外マーケットも開拓しつつあ
る。



4-4 アクロエッジ20 4-1 4-2 4-44-3（4）事例に基づくセオリー解説

事例概略（類型Dに該当）

出典︓経済産業省基準認証政策課「標準化活⽤事例集【新市場創造型標準化制度活⽤案件】」



21 4-4 アクロエッジ
（4）事例に基づくセオリー解説 4-1 4-2 4-44-3

事例概略︓セオリー（標準化活⽤の類型整理）へのあてはめ

原因

取組の
⽅向性

効果

セオリー（類型D） 本事例

• 当社製品のユーザー（メーカー、研究者等）が、研究成果等を
オープンにしてPRしていく際に、JISで定められた評価⽅法があれ
ば、より的確にデータを⽰していくことができるようになる。

• 従前より、納⼊先から「規格にしてはどうか︖」という意⾒を多
くもらっていた。

• ユーザーのニーズを踏まえて、ユーザーが⽰したいデータを的確
に評価できる測定⽅法を基準として設定。

• 測定⽅法としては⼀般的な⽅法論を採⽤しつつ、当社のビジネス
としてもメリットを創出できる⽅法をあわせて検討。

• 良い測定機器で、的確な試験データを取得することによって研究
開発の成果をPRしていきたいという研究者・メーカーのニーズに
対応できるようになった。

• また、JISによって、当社製品の信頼性が⾼まるようになってきて
おり、結果として引き合いも増えてきている。

⾃社製品(測定機器等)
のユーザーが、当該計
測機器から得られる
データの評価基準がな
いため困っている

ユーザーの取引先が求
めている性能等の評価
⽅法を設定

ユーザー及びその
取引先の課題を解決

顧客のメリット創出

出典︓経済産業省 基準認証政策課「標準化活⽤事例集【新市場創造型標準化制度活⽤案件】」
経済産業省 関東経済産業局「中⼩・中堅企業のパートナーに贈るソリューション提案のヒント〜標準化活⽤の視点から〜」

福永敬⼀「「知財・標準化をツールとして活⽤してデザイン経営を推進」〜株式会社アクロエッジ〜」（IPジャーナル Vol.9, 2019.6）



22 4-4 アクロエッジ
（4）事例に基づくセオリー解説 4-1 4-2 4-44-3

ビジネスとしての
妥当性および優位性検証

⾃社

市場

競合

 樹脂⾃体の市場は伸びている。
 樹脂の測定装置については、樹脂の研究開発を⾏う者と、樹脂を扱うメーカ等、多様な

プレーヤーに使⽤されており、樹脂市場の伸びにともなって⼀定のニーズを⾒込むこと
ができる。

 例えば樹脂（接着剤）の収縮率を、統⼀的に定められた評価⽅法で測定することについ
ては、これらのプレーヤーにニーズはあり、海外を含め、⾮常に広い市場を⾒込むこと
ができる。

 当社以外の⽅法論で測定をできる企業も複数存在している。
 ただし、当社の⽅法論は特許技術に基づくものであり、技術優位性があると捉えられる。

セオリー（ステップ①︓事前検討）へのあてはめ



23 4-4 アクロエッジ
（4）事例に基づくセオリー解説 4-1 4-2 4-44-3

セオリー（ステップ①︓事前検討）へのあてはめ

 当社の測定機器に準じた内容で標準化を⾏うべきか、より広い⼀般的な内容で標準化
を⾏うべきか、という点が検討ポイントとなったが、結果的には後者を採⽤すること
とした。

 測定する⽅法は当社の⽅法だけでなく、それを回避する⽅法もあることに加えて、今
回の検討内容が世の中に役⽴つものであり、広く普及されることが望ましいという考
えから、当社の⽅法論に限定せず、より広い⼀般的な内容で標準化を⾏うこととした。

 ただ、当社の⽅法論が優れているということは⾃他ともに認めるところ。
 ⼀般的な内容で標準化を⾏っても、⼗分当社の性能に対する信頼性向上につなげるこ
とはできる。

標準化すべき要素の導出

 以前から知財を重要視しており、特許を取得する技術と、あえて特許化しない技術に
ついて検討するようにしている。

 規格はより⼀般的な⼿法で制定したが、当社の特許技術を使⽤することによって、よ
り良い測定を実施することが可能となるほか、当社製品であれば規格で制定した測定
内容（収縮率）だけでなく、他のパラメータ（収縮応⼒）も測定可能であり、製品と
しての優位性を備えている。

上記要素に対する⾃社の特徴・戦略等

出典︓経済産業省 基準認証政策課「標準化活⽤事例集【新市場創造型標準化制度活⽤案件】」
経済産業省 関東経済産業局「中⼩・中堅企業のパートナーに贈るソリューション提案のヒント〜標準化活⽤の視点から〜」

福永敬⼀「「知財・標準化をツールとして活⽤してデザイン経営を推進」〜株式会社アクロエッジ〜」（IPジャーナル Vol.9, 2019.6）
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（4）事例に基づくセオリー解説 4-1 4-2 4-44-3

中⽴者

⾃社

⽣産者

使⽤者外部機関

セオリー（ステップ②︓規格制定に向けた準備）へのあてはめ

 これまでの事業活動の中で、⼤学やメーカー等のユーザーからは評価をしてもらえて
おり、有効な関係を築くことができていた。

 また、外部試験機関とは、これまで密な連携をしていたわけではなかったものの、今
回の規格についての⽬的意識や⽬線合わせをしっかりと⾏い、事前に意思統⼀ができ
ていたため、協⼒しながら試験データ取得を⾏うことができた。



25 4-4 アクロエッジ
（4）事例に基づくセオリー解説 4-1 4-2 4-44-3

セオリー（ステップ③︓標準化後の活動）へのあてはめ

 今回JIS化したのは、⼀般的な「樹脂の収縮率の測定」についてのみであるが、当社製
品は、⾃社で特許を取得した優れた⽅法論によって収縮率を測定できるだけでなく、
「樹脂の収縮応⼒の測定」も実施可能である。

 JISによって市場を広げ、信頼性を⾼めつつ、⾃社独⾃のアドバンテージを追加するこ
とによってビジネスを展開している。

 セミナー等で登壇して積極的にPRすることに加えて、⾃社WEBサイトでJIS制定に関連
するリリースを実施する等の⼿段でPRしている。

 標準化によって「的確なデータとして⽰していきたい」というニーズを持つユーザに
応えることができるようになり、今回の標準化に関連した製品だけでなく、他の製品
に対する信頼性も⾼まりつつある。


